
1 事業名

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証シート

事業Ｎｏ．
令和５年度浜中町物価高騰対応重点支援給付金
【物価高騰対策給付金】

事業期間 令和６年１月２５日～令和６年３月２５日

事業実績額 42,408,907円

うち交付金 42,408,907円

（目　的）

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。

（対　象）

Ｒ５年度分の住民税非課税世帯（６３０世帯）

（内　容）

低所得世帯への給付金及び事務費

（事業実績）

事務費　1102千円
事務費の内容［需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）人件費　その他　と
して支出］

（評価・効果検証）

　低所得世帯の支援を目的とした給付金支給にあたり、通知書の送付や入金に
係る手数料等の必要事務経費に充てることができ、適切な事務執行が実現でき
た。
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2 事業名

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証シート

事業Ｎｏ．
令和５年度浜中町物価高騰対応重点支援給付金
【物価高騰対策給付金】

事業期間 令和６年３月１日～令和６年６月３０日

事業実績額 16,518,000円

うち交付金 16,518,000円

（目　的）

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。

（対　象）

Ｒ５年度分の住民税非課税世帯（160世帯）

（内　容）

住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務費

（事業実績）

給付金額　Ｒ5年度分の住民税均等割のみ課税世帯等　160世帯×100千円
事務費　518千円
事務費の内容　［需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）人件費　その他　
として支出］

（評価・効果検証）

　物価高騰の影響を受けた住民税均等割のみ課税世帯等への支援として160世
帯を対象とした給付金支給事業を進めることができた。
　また、給付金支給にあたり、通信運搬費等の必要経費に交付金を活用したこ
とで、適切な事務執行が図られた。
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3 事業名

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証シート

事業Ｎｏ．
令和５年度浜中町物価高騰対応重点支援給付金
【物価高騰対策給付金】

事業期間 令和６年３月１日～令和６年６月３０日

事業実績額 5,017,000円

うち交付金 5,017,000円

（目　的）

物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等への支援を行う。

（対　象）

Ｒ5年度分の住民税非課税世帯の子供（45人）、Ｒ5年度分の住民税均等割のみ
課税世帯の子供（45人）
※対象となる子供の年齢は18歳以下

（内　容）

子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費

（事業実績）

給付金額
Ｒ5年度分の住民税非課税世帯の子供の人数 45人数×50千円
Ｒ5年度分の住民税均等割のみ課税世帯の子供の人数 45人数×50千円
事務費　517千円
事務費の内容　［需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）人件費　その他　
として支出］

（評価・効果検証）

　物価高騰の影響を受けたＲ５年度分の住民税非課税世帯の子供（４５人）、
Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯の子供（４５人）を対象とし給付金支
給事業を進めることができた。
　また、給付金支給にあたり、通信運搬費等の必要経費に交付金を活用したこ
とで、適切な事務執行が図られた。
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10 事業名

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証シート

事業Ｎｏ． 浜中町物価高騰経済対策地域応援券事業

事業期間 令和６年１月１７日～令和６年６月３０日

事業実績額 29,434,000円

うち交付金 26,237,000円

（目　的）

物価高騰に直面する全町民に対し、生活を支援するため町内で利用できる応援
券を交付する。

（対　象）

全町民

（内　容）

応援券交付に係る費用

（事業実績）

応援券5,333人×5,000円（1人5,000円）＝26,665,000
商工会事務委託料989,725円
応援券印刷製本費686,070円
通信運搬費1,092,500円

（評価・効果検証）

　物価高騰が続く中、全町民を対象とした地域応援券を交付したことで、町内
での買い物の利用が増え、町内経済の活性化を図ることができた。
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